
耕作放棄地の開墾体験

富士電機大連社の植林活動

野菜の収穫体験

事業活動を通して培った「人」と「技術」を活用して、世界の各地域で一人でも多くの社員が参加し、地
域の社会課題解決に貢献することを活動の基本方針としています。

地域貢献

▪テーマ1：自然環境保護
 • 農地再生活動、里山再生活動
 • 森林保全活動（植林、間伐など）
▪テーマ2：次世代育成支援
 • 小中高生対象理科教室
 • 教員向け理科実技研修
 • 環境学校
▪テーマ3：東日本大震災被災地復興支援
 • 福島県産物購入支援

重点テーマと2013年度の主な活動

事例紹介

事例紹介

２００９年度から山梨県上野原市秋山地区で、耕作放棄地の
再生と地域の活性化を目的に「農地再生活動」に取り組んでい
ます。社員やその家族が、山梨県や上野原市、地元農家の協
力のもと、木の葉やススキなど、地元由来の有機質肥料を用
いた伝統的な栽培技術で、小麦やアワなどの在来種や、ジャ
ガイモ、かぼちゃ、白菜などの農作物の栽培・収穫などに取り
組んでいます。

２０１２年度からはこの場所を活用し、農業従事者の高齢化や
担い手不足などで耕作放棄地が増えていることや、農地を守っ
ていくことが生物多様性や洪水防止などにつながることを子
どもたちに理解してもらうために、地元の小学生を対象とした

「環境学校」を開催しています。２０１３年度は15名が参加し、地

富士電機大連社では、地球温暖化の防止や、中国国内にお
ける環境汚染問題対策、また、地域貢献の一環として、金州新
区七頂山街道付家村で植林活動を行っています。

会社および工会（労働組合）での自主的な活動として、年1
回対象地区の社員に参加を募って7年連続で実施しており、
２０１３年度は、社員や家族８５名が参加しました。

これまでに約500名が参加し、約3,000株を植樹。緑化面
積は30ヘクタールにも及びます。これからも地元に緑を増や
す活動として、継続して取り組んでいきます。

環境を大切にする子どもたちを育てる

緑を増やす

中学生を対象としたキャリア教育

次世代育成支援 環境学校

自然環境保護 森林保全活動

元大学の学生や社員のボランティアスタッフの協力のもと、
耕作放棄地の開墾や、地元由来の伝統農法で育てた野菜の収
穫を体験しました。次世代の子どもたちが環境保護や食物の
大切さに気付く機会になることを願っています。
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多くの事業所で福島県産物購入支援を実施
2013年度は、工場祭などの社内イ

ベントの企画の一つとして、福島県産
物の購入支援を始めました。「予想し
ていた以上に多くの事業所が賛同し、
工場祭などでの物産販売会、社内
パーティでの食材提供や景品など、
積極的に購入してくれました」（湯田）。
その結果、国内15事業所で、購入支
援が実現しました。

新鮮でおいしいもの、珍しいものに出会える楽しさ
「工場祭の物産販売コーナーでは、店頭で同僚に声をか
けて販売を手伝ってくれた社員の方もいて、あっという間
に売り切れてしまいました」と、復興支援に対する富士電機
社員の関心の高さを語るＪＡ全農の今田さん。「桃やトマト、
アスパラなどは、そのまま食べてもおいしいという新鮮さ
が、近隣の方や社員の奥さまに好評でした。また、普段あ
まり見かけない福島の特産物に興味を示し、手に取って販
売員の説明に耳を傾ける方も多くいました」（湯田）と来場
された地域の方々にも楽しんでいただけたようでした。

今後も継続した取り組みで福島を支援
2013年度は、国内６事業所の社員食堂で福島県産食材

を使用したメニューの提供も行いました。社員からは「福
島を応援できることが嬉しい」「また販売会を開催してほし
い」などの声が多数聞かれ、「復興支援活動の手ごたえを
感じることができました」（湯田）。富士電機は、今後も継続
した取り組みにより、被災地復興を応援していきます。

東日本大震災被災地復興支援
 福島の農業を応援しよう！
 ～福島県産物の購入支援の取り組み～

東日本大震災と福島第一原子力発電所事故から３年が経過した現在も、
福島県産物への風評被害が続いています。
富士電機では、事業でのつながりも深い福島県に対する継続支援として、
福島県産物の購入などの取り組みを開始しました。

未だに払拭されない風評被害
「私たちが最も大切にしているのは、安全・安心・おい

しさへのこだわりです」と語るのは、ＪＡ全農福島の菊地さ
ん。国産農畜産物を生産・販売する農協グループのＪＡ全
農福島では、すべての品目の検査を実施し、基準値を超え
ていないことを確認してから出荷しています。検査結果
はホームページや出荷品の検査済ラベルで確認できるよ
う、情報公開にも努めています。また、生産者も、土壌か
ら農産物に放射性物質が取り込まれないように対策を行っ
ています。

それでも「小売店のたなに並ばない」「業務用の提案か
ら外される」「他県産に比べて販売価格が下落する」など、
福島県産物を取り巻く状況は厳しく、「多くの消費者に私
たちの取り組みが伝わっておらず、残念です」（菊地さん）。

福島の「安全・安心・おいしさへのこだわり」を伝え
たい
「私たちの思いを伝えるには、消費者の皆さんに、福島
県産物を実際に見て、手に取ってもらうことも重要と考え
ています。週末に首都圏などで物産販売会を行うことも
度々です」（菊地さん）。ＪＡ全農福島では、こうした活動を
含め、県内を含む消費地でさまざまな販売促進活動を年
間180回以上行っています。

富士電機は、そのような活動の応援ができないかと考
え、「多くの社員に、実際に食べたり、手に取ってもらう機
会を提供することで、福島の良さを知ってもらいたい」（富
士電機社長室ＣＳＲ推進部  湯田）という思いから、福島県
産物の購入支援の取り組みを開始しました。

福島県産食材を使った社員食堂メニュー

福島県産の新鮮な野菜・果物は大盛況のうちに完売が続出しました

ＪＡ全農 震災復興課 今田英晶 様（左）
ＪＡ全農福島 営農企画部長 菊地一正 様（右）

富士電機 社長室
ＣＳＲ推進部
湯田 矢州子
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